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労働政策審議会労働条件分科会
こんな労働契約法・労働時間法はいらない！
長時間・過密労働、過労死を野放し　　

労働条件改悪も使用者の自由

1１月10、21、28日に開催された第67から69回の労働政策審議会労働条件分科会では、「改正」労働時間法と「労働契約法」に関する「素案」の議論が行われました。

　厚労省は来春の通常国会冒頭での法案提出に向け、年内にも建議をとりまとめ法案化をめざした動きを強めています。素案の内容は、①ホワイトカラー・イグゼンプション導入や裁量労働制の要件緩和など、時間規制の撤廃と緩和、②就業規則による労働条件不利益変更の円滑化、③解雇の金銭解決制度など全体的に使用者にとって有利な内容を盛り込んだものとなっています。
労働条件変更も個人の同意なく就業規則で使用者の自由

「素案」は、使用者が就業規則を使って労働条件を切り下げる際、“従来より簡単・確実に、裁判に負けないように”実行するための仕組みを提案しています。仕組みのポイントは、労働条件の変更が「合理的」なものとみなされる判断要素を、簡潔かつあいまいにしていることにあります。

厚生労働省が提示したのは、「ⅰ労働組合との合意その他の労働者との調整の状況（労使の協議の状況）」「ⅱ労働条件の変更の必要性」「ⅲ就業規則の変更の内容」の3つです。
要素ⅰの問題は、「合意」と言い切らず、「協議の状況」としているところです。“話し合ったけれど、合意にいたらず”となっても、“手を尽くしたから、変更はＯＫ”とされかねません。
要素ⅲも問題です。漠然と「変更の内容」を判断するというにとどめ、最高裁判例で示された、労働者に対する「代償措置の有無」や「不利益の程度」といった要素は無視しています。
こうした点に、これまでの裁判で確立された判例法理の水準を後退させる意図が読み取れます。

実は今でも、就業規則をめぐる制度はきわめて不備･不十分です。社長の一方的な規則変更に対し、従業員の代表や労働組合が異議をとなえても、「意見」を添付して労基署に提出したら、受理されてしまいます。求められていたのは、こうした問題の解決です。にもかかわらず、今回の法案では、不当な労働条件の引き下げに対し、労働者が裁判をしても、勝ち目がなくなる。使用者からみれば、“合法的に労働条件を下げるためのノウ・ハウを伝授する”内容となっています。

裁判で「不当解雇」とされても職場復帰できなくなる・・・
裁判において無効と判断された解雇であるにもかかわらず、一定の金銭によって解雇を容認する「解雇の金銭解決制度」をまたもや提起しました。労働審判制度など、他の「紛争解決手段の状況も踏まえつつ」「さらに労使が納得できる解決方法を設ける」などとオブラートに包んだ言い方をしていますが、この制度は猛毒です。気に入らない社員の人数分の金を準備しておけば、裁判で不当解雇といわれるような酷い首切りをしても、確実に社外に追い出すことができるのですから。

これのどこが「過労死防止・少子化対策」？！！ 
　労働時間法制に関しては、“いくら働かせても残業代を払わなくていいし、過労死しても自己責任にさせてしまえる”、「自由度の高い働き方にふさわしい制度の創設」を提唱しています。その範囲については、日本経団連が年収400万円とせよと主張。平均賃金をやや下回る、平均的な労働者についても労働時間規制から外してしまおうとしています。

それだけでは、ありません。「管理監督者の明確化」と称し、いわゆる「スタッフ職」までも、時間規制の適用除外のなかにいれてしまおうとしています。

これらの制度の不気味な点は、具体的な実施は、職場の労使で決めるとしているところ。現場でいい加減な運用をされて、広範な労働者が、時間規制の枠から放り出さる可能性があります。

さらに「素案」は、中小企業経営者の要求をそのまま取り入れ、「企画業務型裁量労働制の適用範囲の拡大」なども提案しています。

以上のように、労働時間規制をズブズブに崩そうとしている一方で、①割増賃金率の引上げについては明言を避け、上限規制は努力規定にし、②割増賃金の支払いに代えて休日を付与するなどを提案するにとどめています。どこが、「過労死防止・少子化対策」なのか！！あきれるばかりです。
次回の労働条件分科会は、12月８日(金)13時～15時の予定です。
当面の緊急行動

1、各審議委員、特に使用者、公益委員に対する抗議/要請フアックス行動

2、各地域での宣伝行動

3、各地方労働局、使用者団体への要請・申し入れ行動
中央行動
○12月1日　１７:３０～１８:３０ 新宿西口宣伝行動
○12月14日　14：00～日本経団連・15：30～厚生労働省抗議行動
―お知らせ―
○12月５日　１８:３０～　

「許すな過労死促進法！人らしく生きるための労働時間・契約法制を！

１２・５全国集会」（日比谷野外音楽堂）

主催：12･5集会実行委員会（連絡先：下町ユニオン136-0071江東区亀戸7-8-9松甚ビル2F　TEL.03-3638-3369 　FAX.03-5626-2423　E-mail  info@jex-no.org
　＊全労連は実行委員会には加わっておりませんが、参加します！
＊全労連・宮垣総合労働局長、連合・長谷川総合労働局長が、連帯挨拶予定！
＜労働法制中央連絡会ニュース＞
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